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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）を含んでおりません。 

３．第31期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第30期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 
第31期 

第１四半期連結
累計(会計)期間

第30期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
６月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（千円） 3,192,429 25,753,780 

経常利益（－は損失）（千円） -1,095,153 2,125,828 

四半期（当期）純利益（－は損失）

（千円） 
-1,136,614 2,118,720 

純資産額（千円） 14,969,010 16,394,489 

総資産額（千円） 33,393,449 34,360,210 

１株当たり純資産額（円） 598.42 655.40 

１株当たり四半期（当期）純利益 

金額（－は損失）（円） 
-45.44 84.70 

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額（円） 
－ － 

自己資本比率（％） 44.8 47.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
-914,220 2,587,114 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
-474,581 -1,083,814 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
1,369,707 -1,947,514 

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高（千円） 
3,243,715 3,351,232 

従業員数（人） 1,157 1,117 
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２【事業の内容】 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む）は、（ ）内に

当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む）は、（ ）

内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．従業員数には、関係会社への出向者（40名）を含めずに表示しております。 

平成20年６月30日現在

従業員数（人） 1,157 (291) 

平成20年６月30日現在

従業員数（人） 485 (110) 
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売金額によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．セグメント間の取引はありません。 

(2）受注状況 

 当第１四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．金額は販売金額によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．セグメント間の取引はありません。 

４．当社グループ製品はすべて受注生産であります。 

(3）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引はありません。 

２【経営上の重要な契約等】 

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 

半導体製造装置事業 2,979,498 

ファインプラスチック成形品事業 302,980 

合計 3,282,478 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円） 

半導体製造装置事業 4,338,957 5,610,972 

ファインプラスチック成形品事業 296,779 88,835 

合計 4,635,737 5,699,807 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 

半導体製造装置事業 2,889,449 

ファインプラスチック成形品事業 302,980 

合計 3,192,429 
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３【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1）業績の状況  

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年からの米国サブプライムローン問題に端を発した米国経

済の後退懸念・金融不安が解消せず、また原油や原材料の価格高騰による企業収益や個人消費への圧迫等の不安要

素が重なり、景気の先行きに対する不透明感は急速に増大いたしました。 

 半導体業界においても、半導体価格に回復の動きが見られるようになってまいりましたが、半導体メーカーは収

益性の低下から設備投資の先送りや削減など慎重な姿勢を示しております。 

 このような状況のもと、当社グループは超精密金型の生産キャパアップによる短納期化やコンプレッションモー

ルドの営業活動強化により受注高は46億35百万円と回復傾向にあるものの、前期第４四半期の受注が低迷した影響

等により、売上高は31億92百万円となりました。また、損益面についても、コスト圧縮に努めましたものの、売上

高の低迷により利益は大幅に減少し、営業損失10億61百万円、経常損失10億95百万円、四半期純損失11億36百万円

となりました。 

ａ．事業の種類別セグメントの業績概況 

[半導体製造装置事業] 

当事業の当社グループ事業全体に占める割合は90％を超えており（当第１四半期連結会計期間の売上比で

90.5％）、当事業における業績概況については前に記載のとおりです。 

 当事業における売上高は28億89百万円、営業損失は10億82百万円となりました。 

 [ファインプラスチック成形品事業] 

ファインプラスチック成形品事業は、医療保険財政の悪化によるコスト要求が一段と厳しくなった影響もあり、売

上高は３億２百万円、営業利益は20百万円となりました。 

  ｂ．所在地別セグメントの業績概況 

[日本] 

当セグメントは日本国内の他、当社が海外販売子会社及び現地の代理店の営業活動を通じて、直接輸出・販売して

いるものを含んでおります。前期第４四半期の受注低迷等の影響により、売上高は29億87百万円（内部売上高54百万

円含む）、営業損失は９億33百万円となりました。 

 [アジア] 

当セグメントにおける売上高は親会社ＴＯＷＡへの半製品販売と外部顧客に対する部品販売及び保守サービスであ

り、20億15百万円（内部売上高17億67百万円含む）となりました。営業利益は、生産子会社の稼働率向上等により２

億50百万円となりました。 

[北米] 

当セグメントにおける売上高は親会社ＴＯＷＡからの営業委託収入と外部顧客に対する部品販売であり、売上高は

１億３百万円（内部売上高94百万円含む）、営業利益は15百万円となりました。 

 (2）キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、短期借入金の純増

額が24億39百万円ありましたが、税金等調整前四半期純損失を10億75百万円計上したことや、たな卸資産の増加による

資金の減少、長期借入金の返済による資金の減少等により、当第１四半期連結会計期間末には、前連結会計年度末に比

べ１億７百万円減少し、32億43百万円となりました。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間における営業活動の結果使用した資金は、９億14百万円となりました。売上債権の減少に

よる資金の増加が15億49百万円ありましたが、税金等調整前四半期純損失を10億75百万円計上したことや、たな卸資産

の増加による資金の減少が９億65百万円、仕入債務の減少による資金の減少が７億15百万円あったこと等によるもので

す。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は、４億74百万円となりました。これは設備未払金

の支払等により、有形・無形固定資産の取得による支出が４億68百万円となったことによるものです。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間における財務活動の結果獲得した資金は、13億69百万円となりました。これは長期借入金

の返済による支出が８億19百万円ありましたが、短期借入金の純増額が24億39百万円となったことによるものです。 
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 (3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。  

 (4）研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億３百万円であります。なお、当第

１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

 (5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当社グループをとりまく半導体業界は、サブプライムローン問題や原油価格等の高騰による世界的な消費の冷え込

みにより、今暫くは市況の停滞が続くと見られています。その結果、半導体メーカー各社は他社との差別化可能な分

野やコスト削減を目的とした設備投資に絞り込む傾向が当面続くと予想され、当社が開発したコンプレッションモー

ルド方式の生産コスト削減効果に対する期待が高まっており、引き合いが増えてきております。また、液晶テレビの

ＬＥＤ方式バックライトの商品化に向けた動きも活発化してきております。 

 このような環境下、当社グループは平成18年４月にスタートした中期経営計画の最終年度を迎え、金型の短納期対

応など市場変化に即応できる生産体制の確立を図り、モールディング装置・金型市場シェア50％以上を獲得するとと

もに、シンギュレーション事業とLED分野への注力により目標の達成を目指してまいります。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除去等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。 

第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年８月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 25,021,832 25,021,832 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 25,021,832 25,021,832 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成20年４月１日～

平成20年６月30日 
－ 25,021,832 － 8,932,627 － 3,115,022 
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（５）【大株主の状況】 

 ・ 当第１四半期会計期間において、インベスコ投信投資顧問株式会社から平成20年７月４日付の大量保有報

告書に係る変更報告書の写しの送付があり、平成20年６月30日現在で1,691千株を保有している旨の報告を受

けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができませ

ん。  

なお、インベスコ投信投資顧問株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。  

 大量保有者             インベスコ投信投資顧問株式会社  

 住所                東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 

                  城山トラストタワー25階 

 保有株券等の数           株式 1,691,700株 

 株券等保有割合           6.76％ 

・ 当第１四半期会計期間において、バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社及びその共同保有

者から、平成20年７月７日付の大量保有報告書に係る変更報告書の写しの送付があり、平成20年６月30日現

在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認で

きないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合 

（％） 

バークレイズ・グ

ローバル・インベ

スターズ株式会社 

東京都渋谷区広尾１丁目１番39号 
株式 

308,600 
1.23 

バークレイズ・グ

ローバル・インベ

スターズ、エヌ・

エイ 

400 HOWARD STREET SAN FRANCISCO 

CALIFORNIA 94150 UNITED STATES OF 

AMERICA 

株式 

780,200 
3.12 

バークレイズ・グ

ローバル・インベ

スターズ・リミテ

ッド  

1 ROYAL MINT COURT, LONDON EC3N 

4HH KINGDOM 

株式 

145,600 
0.58 

バークレイズ・キ

ャピタル・セキュ

リティーズ・リミ

テッド  

5 THE NORTH COLONNADE CANARY 

WHARF, LONDON E14 4BB KINGDOM 

株式 

31,675 
0.13 

 計   
株式 

1,266,075 
5.06 
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（６）【議決権の状況】 

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

  

 （注） 完全議決権株式（その他）には、証券保管振替機構名義の株式が、28,300株（議決権の数283個）含まれてお

ります。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    7,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,964,900 249,649 － 

単元未満株式 普通株式    49,632 － － 

発行済株式総数          25,021,832 － － 

総株主の議決権 － 249,649 － 

平成20年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＴＯＷＡ株式会社 
京都市南区上鳥羽

上調子町５番地 
7,300 － 7,300 0.03 

計 － 7,300 － 7,300 0.03 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 

最高（円） 977 962 1,250 

最低（円） 831 776 964 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,243,715 3,351,232

受取手形及び売掛金 8,405,011 9,871,019

製品 578,806 997,090

原材料 325,819 356,060

仕掛品 4,143,871 2,670,999

その他 474,544 505,935

貸倒引当金 △98,927 △102,263

流動資産合計 17,072,841 17,650,074

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 12,541,681 12,398,031

減価償却累計額 △7,579,130 △7,452,991

建物及び構築物（純額） 4,962,551 4,945,040

機械装置及び運搬具 7,723,476 7,593,759

減価償却累計額 △5,685,563 △5,540,413

機械装置及び運搬具（純額） 2,037,913 2,053,346

土地 4,539,982 4,528,899

建設仮勘定 22,167 36,442

その他 2,142,280 2,059,399

減価償却累計額 △1,746,430 △1,690,999

その他（純額） 395,850 368,399

有形固定資産合計 11,958,465 11,932,127

無形固定資産   

ソフトウエア 1,003,950 1,070,086

その他 86,191 83,155

無形固定資産合計 1,090,142 1,153,241

投資その他の資産   

投資有価証券 2,729,686 3,046,408

その他 542,314 578,358

投資その他の資産合計 3,272,000 3,624,766

固定資産合計 16,320,608 16,710,135

資産合計 33,393,449 34,360,210
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,284,693 2,931,328

短期借入金 7,818,400 5,273,800

1年内返済予定の長期借入金 1,726,000 1,952,000

1年内償還予定の社債 572,000 572,000

未払法人税等 51,211 83,235

製品保証引当金 66,000 72,000

賞与引当金 248,957 440,443

その他 1,176,468 1,519,033

流動負債合計 13,943,731 12,843,841

固定負債   

社債 1,080,000 1,080,000

長期借入金 2,432,000 3,025,500

退職給付引当金 751,756 738,494

その他 216,950 277,884

固定負債合計 4,480,707 5,121,878

負債合計 18,424,438 17,965,720

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,932,627 8,932,627

資本剰余金 3,115,022 3,115,022

利益剰余金 2,558,192 3,921,235

自己株式 △7,089 △7,042

株主資本合計 14,598,753 15,961,842

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 288,358 333,542

為替換算調整勘定 81,898 99,105

評価・換算差額等合計 370,257 432,647

純資産合計 14,969,010 16,394,489

負債純資産合計 33,393,449 34,360,210
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 3,192,429

売上原価 3,097,624

売上総利益 94,805

販売費及び一般管理費  

貸倒引当金繰入額 4,666

給料 259,416

賞与引当金繰入額 65,919

退職給付費用 11,929

その他 814,318

販売費及び一般管理費合計 1,156,251

営業損失（△） △1,061,446

営業外収益  

受取利息 3,752

受取配当金 17,027

為替差益 35,193

雑収入 20,584

営業外収益合計 76,558

営業外費用  

支払利息 72,302

持分法による投資損失 21,081

雑損失 16,880

営業外費用合計 110,264

経常損失（△） △1,095,153

特別利益  

固定資産売却益 1,045

貸倒引当金戻入額 13,522

製品保証引当金戻入額 6,000

その他 55

特別利益合計 20,623

特別損失  

固定資産売却損 43

固定資産除却損 751

特別損失合計 794

税金等調整前四半期純損失（△） △1,075,324

法人税等 ※1  61,290

四半期純損失（△） △1,136,614
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △1,075,324

減価償却費 319,421

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,856

賞与引当金の増減額（△は減少） △193,495

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △22,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,856

製品保証引当金の増減額（△は減少） △6,000

受取利息及び受取配当金 △20,780

支払利息 72,302

為替差損益（△は益） 151,309

持分法による投資損益（△は益） 21,081

有形固定資産除却損 751

有形固定資産売却損益（△は益） △1,002

売上債権の増減額（△は増加） 1,549,495

たな卸資産の増減額（△は増加） △965,127

その他の流動資産の増減額（△は増加） 53,658

仕入債務の増減額（△は減少） △715,412

その他の流動負債の増減額（△は減少） 5,725

その他の固定負債の増減額（△は減少） △2,143

その他 △4,038

小計 △831,578

利息及び配当金の受取額 26,989

利息の支払額 △86,721

法人税等の支払額 △22,909

営業活動によるキャッシュ・フロー △914,220

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △170,520

無形固定資産の取得による支出 △297,656

有形固定資産の売却による収入 2,663

投資有価証券の取得による支出 △1,499

その他の支出 △98

その他の収入 10,931

その他 △18,401

投資活動によるキャッシュ・フロー △474,581
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（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,439,400

長期借入金の返済による支出 △819,500

自己株式の取得による支出 △47

配当金の支払額 △250,144

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,369,707

現金及び現金同等物に係る換算差額 △88,423

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △107,516

現金及び現金同等物の期首残高 3,351,232

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  3,243,715
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

１．会計処理基準に関する事

項の変更 

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の

適用 

 「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成18年

７月５日 企業会計基準第９号）を当

第１四半期連結会計期間から適用し、

評価基準については、低価法から原価

法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）に変更しております。 

 この結果、従来の方法によった場合

に比べて、売上総利益が63,476千円減

少し、営業損失、経常損失、税金等調

整前四半期純損失が63,476千円それぞ

れ増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

(2) 「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱

い」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「連

結財務諸表作成における在外子会社の

会計処理に関する当面の取扱い」（実

務対応報告第18号 平成18年５月17

日）を適用し、連結決算上必要な修正

を行っております。 

 これによる営業損失、経常損失及び

税金等調整前四半期純損失に与える影

響は軽微であります。 
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【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 該当事項はありません。 

【追加情報】 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

１．棚卸資産の評価方法  当第１四半期連結会計期間末の棚卸高

の算出に関しては、実地棚卸を一部省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基

礎として合理的な方法により算定する方

法によっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関して

は、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下

げを行う方法によっております。 

２．固定資産の減価償却費の

算定方法 

 定率法を採用している資産について

は、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によってお

ります。 

３．製品保証引当金見積高の

算定方法 

 当第１四半期連結会計期間末の製品保

証実績率が前連結会計年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められるた

め、前連結会計年度末の製品保証実績率

を使用して製品保証引当金を算定してお

ります。 

４．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関して

は、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によってお

ります。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関

しては、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著

しい変化がないと認められるので、前連

結会計年度において使用した将来の業績

予測やタックス・プランニングを利用す

る方法によっております。 

 また、一部の連結子会社では前連結会

計年度の税効果会計適用後の法人税等の

負担率を用い計算しております。 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

 当第１四半期連結会計期間より、連結納税制度を適用しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

 該当事項はありません。 

（四半期連結損益計算書関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 25,021,832株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式 7,418株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

※１．法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年６月30日現在）

  

現金及び預金勘定  3,243,715千円

預入期間が３か月を超える積立

預金 
－ 

現金及び現金同等物 3,243,715 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年５月21日 

取締役会 
普通株式 250,144 10 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

 ３．「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を

当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、低価法から原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）に変更しております。 

 これにより、従来の方法によった場合に比べて、半導体製造装置事業は営業損失が63,476千円増加しており

ます。 

 
半導体製造装
置事業 

（千円） 

ファインプラ
スチック成形
品事業 

（千円） 

計 
（千円） 

消去または全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 2,889,449 302,980 3,192,429 － 3,192,429 

(2)セグメント間の内部売上高 － － － － － 

計 2,889,449 302,980 3,192,429 － 3,192,429 

営業利益（－は営業損失） -1,082,335 20,888 -1,061,446 － -1,061,446 

事業区分 主要製品 

半導体製造装置事業 

  

半導体製造用精密金型、モールディング装置、シンギュレー

ション装置等 

ファインプラスチック成形品事業 医療器具用パーツ等 

－ 18 －



【所在地別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア …… シンガポール、マレーシア、フィリピン、台湾、中国 

(2）北 米 …… 米国 

 (3）その他 …… ドイツ 

 ３．「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を

当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、低価法から原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）に変更しております。 

 これにより、従来の方法によった場合に比べて、日本は営業損失が63,476千円増加しております。 

【海外売上高】 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア …… 韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、タイ、フィリピン、香港、中国、インドネシ

ア、イスラエル 

(2) 米 州 …… 米国、メキシコ、ブラジル 

(3) その他 …… ドイツ、マルタ、イタリア、ポルトガル 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

４．（ ）内はアジア地域の内数であります。 

項目 
日本 

（千円） 
アジア 
（千円） 

北米 
（千円） 

その他 
（千円） 

計 
（千円） 

消去または
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高              

(1)外部顧客に対する売上高 2,932,858 248,161 8,517 2,892 3,192,429 － 3,192,429 

(2)セグメント間の内部売上高 54,448 1,767,571 94,902 15,986 1,932,909 (1,932,909) － 

計 2,987,307 2,015,733 103,420 18,878 5,125,339 (1,932,909) 3,192,429 

営業利益(－は営業損失) -933,326 250,581 15,957 -9,215 -676,003 (385,443) -1,061,446 

期別   アジア (内台湾) (内中国) 
(内マレーシ

ア)  
(内その他
アジア) 

米州 その他 計 

当第１四半期連結

累計期間 

(自 平成20年４月

１日 

至 平成20年６月30

日) 

Ⅰ 海外売上高

(千円) 
2,177,214 (1,195,606) (309,385) (255,726) (416,496) 31,707 163,140 2,372,063 

Ⅱ 連結売上高

(千円) 
－ － － － － － － 3,192,429 

Ⅲ 海外売上高

の連結売上

高に占める

割合（％） 

68.2 (37.5) (9.7) (8.0) (13.0) 1.0 5.1 74.3 

－ 19 －



（有価証券関係） 

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

 該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

 該当事項はありません。 

２【その他】 

 該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 598.42円 １株当たり純資産額 655.40円

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 45.44円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

四半期純損失（千円） 1,136,614 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る四半期純損失（千円） 1,136,614 

期中平均株式数（株） 25,014,453 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年８月11日

ＴＯＷＡ株式会社 

取締役会 御中 

京都監査法人 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 高津 靖史  印 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 山本 眞吾  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＴＯＷＡ株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＯＷＡ株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年８月12日 

【会社名】 ＴＯＷＡ株式会社 

【英訳名】 TOWA CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 河原 洋逸 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 京都市南区上鳥羽上調子町５番地 

【縦覧に供する場所】 ＴＯＷＡ株式会社 東京営業所 

（東京都文京区湯島２丁目31番22号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号） 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 
 当社代表取締役河原洋逸は、当社の第31期第１四半期（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日）の四半期報告書

の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

２【特記事項】 
 特記すべき事項はありません。 




